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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 純資産額の算定にあたり、平成18年９月中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」

(企業会計基準第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基

準適用指針第８号)を適用しております。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第４期中 第５期中 第６期中 第４期 第５期

決算年月

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

売上高 (百万円) 24,396 23,604 25,055 48,131 48,186

経常利益 (百万円) 552 516 711 1,154 1,258

中間(当期)純利益 (百万円) 464 443 635 1,028 1,125

純資産額 (百万円) △4,184 3,017 4,758 2,212 4,040

総資産額 (百万円) 32,738 30,672 31,974 30,355 29,609

１株当たり純資産額 (円) △98,514.97 14,692.03 39,835.75 △59,181.60 29,464.39

１株当たり中間(当期) 
純利益

(円) 10,933.25 7,685.14 9,178.09 23,757.25 17,731.91

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) 10,699.25 5,579.21 7,744.30 19,517.47 14,074.05

自己資本比率 (％) △12.8 9.8 14.9 7.3 13.6

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 2,652 2,077 3,422 5,517 4,976

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △790 △1,001 △1,190 △1,084 △1,908

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,654 △683 △2,032 △4,101 △3,356

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高

(百万円) 2,031 2,597 2,204 2,129 1,980

従業員数 (名) 3,922 3,790 3,695 3,765 3,880



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、第４期中間期及び第４期は、潜在株式は存在しま

すが１株当たり中間(当期)純損失であるため、記載しておりません。 

３ 第４期の発行済株式総数の内訳については、普通株式48,787.73株、優先株式5,100株となっております。 

４ 第５期中間期の発行済株式総数の内訳については、普通株式69,269.38株、優先株式2,000株となっておりま

す。 

５ 第５期の発行済株式総数の内訳については、普通株式69,269.38株、優先株式2,000株となっております。 

６ 第６期中間期の発行済株式総数の内訳については、普通株式69,269.38株、優先株式2,000株となっておりま

す。 

７ 純資産額の算定にあたり、平成18年９月中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」

(企業会計基準第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基

準適用指針第８号)を適用しております。 

  

回次 第４期中 第５期中 第６期中 第４期 第５期

決算年月

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

売上高 (百万円) 21,428 20,265 21,858 41,878 41,203

経常利益 (百万円) 583 196 335 1,181 594

中間(当期)純利益又は 
中間(当期)純損失(△)

(百万円) △1,968 189 328 △1,377 581

資本金 (百万円) 2,764 5,764 5,764 5,764 5,764

発行済株式総数 (株) 42,478.65 71,269.38 71,269.38 53,887.73 71,269.38

純資産額 (百万円) 2,060 8,838 9,558 8,649 9,230

総資産額 (百万円) 37,109 34,828 36,243 35,452 33,856

１株当たり純資産額 (円) 48,508.16 98,754.07 109,156.59 72,763.48 104,409.17

１株当たり中間(当期) 
純利益又は中間(当期) 
純損失(△)

(円) △46,335.57 3,285.20 4,750.18 △31,806.88 9,158.90

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) ― 2,384.97 4,008.12 ― 7,269.54

１株当たり配当額 (円) ― ― ─ ― ─

自己資本比率 (％) 5.6 25.4 26.4 24.4 27.3

従業員数 (名) 276 277 297 274 277



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業内容について、重

要な変更はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

連結子会社であります富士通電子零件(常州)有限公司は平成18年４月に、高見澤(常州)電子有限公司

から社名変更致しました。 

  

  

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社における状況 

平成18年９月30日現在 

 
(注) 従業員数は、就業人員であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成18年９月30日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員であります。 

  

(3) 労働組合の状況 

特記すべき事項はありません。 

  

事業部門等の名称 従業員数(名)

リレー部門 2,460

コネクタ部門 153

入出力デバイス部門 633

その他の部門 160

管理部門 289

合計 3,695

従業員数(名) 297



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間の我が国の経済は、原油・原材料価格の高止まりなどの不安材料はありました

が、高水準で推移する企業収益を背景として設備投資が増加するとともに、雇用環境の改善による個

人消費も増加基調で推移するなど、景気動向は回復基調にありました。 

このような状況の中で、当社グループは引き続き、お客様起点に立ったソリューションビジネスの

推進を図るとともに、車載・情報ネットワーク機器向け及び産業機器向けの需要が好調であったこと

などにより、当中間連結会計期間の連結売上高は25,055百万円（前年同期比6.2％増）となりまし

た。 

これを部門別に見ますと、リレー部門は車載向け需要増により売上高は9,034百万円（前年同期比

13.6％増）となりました。コネクタ部門は超高速伝送処理用コネクタの拡販により売上高は2,810百

万円（同11.0％増）となりました。入出力デバイス部門の売上高は、ネットワーク市場へ当社のコア

技術である入力機器のファームウェア技術を活かしたコンソールスイッチの拡販、当社コアメカ技術

を活かしたサーマルプリンタの拡販、タッチパネルの車載市場への拡販により売上高は10,591百万円

（同2.6％増）となり、その他部門はＰＤＰ基板組立の終息により、売上高は2,618百万円（同6.3％

減）となりました。 

損益面につきましては、原材料価格の高止まりによる悪化要因はありましたが、グループ全体にお

いて推進している革新活動に伴う生産性向上による利益拡大及びコスト低減に加え、為替が円安傾向

で推移したことで、営業利益は1,122百万円（前年同期比29.7％増）となり、経常利益は711百万円

（同37.7％増）、中間純利益は635百万円（同43.2％増）と、増収増益になりました。 

なお、所在地別の業績は次のとおりであります。 

1.日本 

国内は、情報ネットワーク・携帯端末・車載市場への拡販により売上高は15,878百万円（前年同

期比2.5％増）となりました。革新活動に伴う生産性向上による利益拡大及びコスト低減により、

営業利益は991百万円（同73.0％増）と大幅な増益となりました。 

2.アジア 

アジアは、通信インフラ・ＩＴ投資関連機器向けの順調な需要により、売上高は3,670百万円

（同2.8％増）と伸びましたが、原材料価格の高騰や為替影響などがあり、営業利益は101百万円

（同58.9％減）となりました。 

3.北米 

北米は、超高速伝送処理用コネクタの拡販により、売上高が2,274百万円（同11.5％増）と増加

したことと、円安・ドル高で推移したことから営業利益は39百万円（同162.6％増）となりまし

た。 

4.ヨーロッパ 

ヨーロッパは、好調な車載用リレーの需要に支えられ、売上高は3,231百万円（同29.2％増）と

なり、売上高の増加に加え、円安・ユーロ高で推移したことから営業利益は81百万円（同658.1％

増）と増収増益となりました。 

  

また、海外売上高はアジア及びヨーロッパでの需要増があり9,853百万円（同14.3％増）となりま



した。 

  

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間末における連結ベースの現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ224

百万円増加し、2,204百万円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動によるキャッシュ・フローは、3,422百万円（前年同期比1,345百万円増）の収入となり

ました。これは、711百万円の税金等調整前中間純利益の計上、減価償却費962百万円、当中間連結

会計期間末日が金融機関の休日であったことによる仕入債務の増加額3,215百万円及び売掛債権の

増加額1,478百万円等によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動によるキャッシュ・フローは、1,190百万円（同189百万円増）の支出となりました。こ

れは、主に有形固定資産の取得による支出1,047百万円によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動によるキャッシュ・フローは、2,032百万円（同1,348百万円増）の支出となりました。

有利子負債圧縮のため、短期借入金の返済を行った結果によるものであります。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 
  

 
(注) １ 金額は販売価格によっております。 

２ 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 
  

(2) 受注実績 

当中間連結会計期間における受注実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 
  

 
(注) １ 金額は販売価格によっております。 

２ 上記金額には消費税等は含まれておりません。 

３ 外貨建て受注高については期中平均相場により円貨に換算し、外貨建て受注残高については中間連結決算日

の直物為替相場により円貨に換算しております。 

  

(3) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 
  

 
(注) １ 金額は販売価格によっております。 

２ 上記金額には消費税等は含まれておりません。 

３ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。 
  

 
       

４ 上記金額には消費税等は含まれておりません。 
  

事業部門 生産高(百万円) 前年同期比(％)

リレー部門 8,140 18.9

コネクタ部門 2,452 8.8

入出力デバイス部門 9,803 4.1

その他 2,549 △8.1

合計 22,944 7.8

事業部門 受注高(百万円) 前年同期比(％) 受注残高(百万円) 前年同期比(％)

リレー部門 9,315 21.1 4,701 29.2

コネクタ部門 2,929 16.5 950 22.2

入出力デバイス部門 11,033 6.0 5,291 16.6

その他 3,022 10.1 800 25.2

合計 26,301 12.6 11,744 22.4

事業部門 販売高(百万円) 前年同期比(％)

リレー部門 9,034 13.6

コネクタ部門 2,810 11.0

入出力デバイス部門 10,591 2.6

その他 2,618 △6.3

合計 25,055 6.2

相手先

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

金額(百万円) 割合(％) 金額(百万円) 割合(％)

富士通デバイス㈱ 4,692 19.9 5,153 20.6



３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間の我が国の経済は、原油・原材料価格の高止まりなどの不安材料はありました

が、高水準で推移する企業収益を背景として設備投資が増加するとともに、雇用環境の改善による個人

消費も増加基調で推移するなど、景気動向は回復基調にありました。 

このような状況のなかで、当社としましては、グループ全体の意識改革をさらに推進して生産性向上

を図るとともに,当社のコア技術を活かした戦略商品の拡販、お客様起点に立ったソリューションビジ

ネスのさらなる推進により、一層の利益拡大に取組んでまいります。 

  

(1) 市場ニーズに合った製品の開発・製造 

当社は、各製造事業に特化した製造子会社の高い技術力を最大限に活かすため、リレー、コネク

タ、入出力デバイス(ＫＶＭ含む)のビジネスユニット制を採用し、開発・製造・品質保証体制を子会

社まで含め、一貫して管理する組織体制にしております。 

これにより、コンポーネント事業に必要なスピードと柔軟性をより一層発揮させ、新製品の開発と

顧客へのサービスのきめ細やかな対応を図り、グループ全体での競争力の強化、資本効率等のメリッ

トを追求してまいります。 

  

(2) より一層の利益の改善 

当社グループは、グループ全体において革新活動に取組んでおり、意識改革をさらに推進して生産

性向上を図っております。また、製品開発では、世界標準規格となった超高速伝送処理用コネクタを

発展させたモジュール製品及び当社のコア技術である入力機器のファームウェア技術を活かしたコン

ソールスイッチ等のＩＴネットワーク関連商品の提供を図り、お客様起点に立ったソリューションビ

ジネスのより一層の推進により利益拡大に取組んでまいります。 

  

  

  

  

  

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において締結した、経営上の重要な契約等はありません。 

  

  



５ 【研究開発活動】 

当社は、富士通グループの関連会社との連携及び大学との共同開発により、事業戦略上重要な新商品

の研究に取組んでおり、当中間連結会計期間中に支出した研究開発費の総額は1,362百万円でありま

す。 

また、上記研究成果に、当社が長年培ってきたコア技術を盛り込んだ、オンリーワン商品をお客様に

提供し顧客満足度向上に努めております。 

リレー部門は、パワーリレー及び車載用リレーの充実を図りました。 

コネクタ部門は、次世代高速ネットワーク市場向け高速伝送処理用コネクタの充実に加え、三次元ポ

リマー光導波路とそれを実装した光パラレルトランシーバーの開発を行いました。 

入出力デバイス部門は、業界トップクラスの低背ノートキーボードの系列展開及び多人数でのサーバ

管理を実現するマルチユーザーＫＶＭスイッチ等の販売を開始しました。また、次世代無線として期待

されているＵＷＢ等の研究開発を行っております。 

環境問題に関しましては、全ての部門において、国際基準に適合した商品を開発しております。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等につい

て、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。 

また、当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。 

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  
 

(注) １ 提出日現在の発行数には、平成18年12月１日からこの半期報告書提出日までの第１種優先株式の転換によ

り発行された株式数は含まれておりません。 

(注) ２ 第１回第１種優先株式の内容は次のとおりであります。 

(1) 優先配当金 

(イ) 剰余金の配当を行う場合の優先配当金 

当会社は、剰余金の配当を行うときは、本優先株式を有する株主(以下「本優先株主」という。)または

本優先株式の登録株式質権者(以下「本優先登録株式質権者」という。)に対し、普通株式を有する株主

(以下「普通株主」という。)および普通株式の登録株式質権者(以下「普通登録株式質権者」という。)

に先立ち、本優先株式１株につき下記(ロ)に定める額の剰余金の配当(以下「本優先配当金」という。)

を行う。 

(ロ)剰余金の配当を行う場合の優先配当金の額 

本優先株式の発行価額(1,000,000円)に、それぞれの事業年度ごとに下記の年率(以下「優先配当年率」

という。)を乗じて算出した額とする。 

優先配当年率＝３月31日(当日が銀行休業日の場合は前営業日)の日本円ＴＩＢＯＲ(１年物)＋1.15％ 

優先配当年率は、％位未満小数第４位まで算出し、その小数第４位を四捨五入する。 

年率修正日は毎年４月１日とする。当日が銀行休業日の場合は前営業日を年率修正日とする。「日本円

ＴＩＢＯＲ(１年物)」とは、午前11時における日本円１年物トーキョー・インター・バンク・オファー

ド・レート(日本円ＴＩＢＯＲ)として全国銀行協会によって公表される数値の平均値を指すものとす

る。日本円ＴＩＢＯＲ(１年物)が公表されていない場合には、同日(当日が銀行休業日の場合は前営業

日)ロンドン時間午前11時にスクリーン・ページに表示されるユーロ円１年物ロンドン・インター・バ

ンク・オファード・レート(ユーロ円ＬＩＢＯＲ(１年物))として英国銀行協会によって公表される数値

またはこれに準ずるものと認められるものを用いる。 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 140,000

第１種優先株式 16,900

計 156,900

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成18年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年12月15日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 69,269.38 69,269.38
東京証券取引所
市場第二部

権利内容に何ら限定のない当
社における標準となる株式

第１種優先株式 2,000 2,000 ― (注)２

計 71,269.38 71,269.38 ― ―



(ハ) 非累積条項 

ある事業年度において、本優先株主または本優先登録株式質権者に対して配当する剰余金の額が本優先

配当金の額に達しないときは、その不足額は翌事業年度以降に累積しない。 

(ニ) 参加条項 

普通株主または普通登録株式質権者に対して配当する剰余金の額を20倍した金額が、本優先配当金を超

える場合は、本優先株主または本優先登録株式質権者に対して、その超える金額を本優先配当金に加算

して支払う。 

(2) 残余財産の分配 

当会社の残余財産を分配するときは、本優先株主または本優先登録株式質権者に対して、普通株主または

普通登録株式質権者に先立ち、１株につき1,000,000円(ただし、本優先株式について株式分割、併合その

他調整が合理的に必要とされる事由が発生した場合には、当会社取締役会により合理的に調整された額と

する。)を支払う。本優先株主または本優先登録株式質権者に対して前記のほか、残余財産の分配は行わな

い。 

(3) 取得等 

当会社は、法令に定めるところに従って本優先株主との合意によりいつでも本優先株式を有償で取得する

ことができ、法令に定めるところに従ってこれを消却することができる。 

(4) 取得条項 

当会社は、法令に定める場合を除き、本優先株式の発行日以降いつでも、本優先株主または本優先登録株

式質権者に対して取得日から30日以上45日以内の事前通知を行った上で、残存する本優先株式の全部また

は一部を、１株につき1,010,000円(ただし、本優先株式について株式の併合または分割その他調整が合理

的に必要とされる事由が発生した場合には、かかる事項が行われる直前の本優先株式の経済的価値を維持

できる範囲で適切に調整された額とする。)で取得することができる。一部を取得するときは、抽選その他

の方法により行う。 

(5) 議決権 

本優先株主は、株主総会において、議決権を有しない。 

(6) 株式の併合または分割、新株予約権等 

当会社は、法令に定める場合を除き、本優先株式について、株式の併合または分割を行わない。当会社

は、本優先株主に対しては、本優先株主の地位に基づいて募集株式または募集新株予約権の割当てを受け

る権利を与えない。 

当会社は、第１種優先株式には無償割当てまたは新株予約権無償割当ては行わない。 

(7) 普通株式への転換予約権（取得請求権） 

(イ) 取得を請求し得べき期間 

本優先株式の取得を請求し得べき期間は、平成16年11月10日から平成23年11月８日までとする。 

(ロ) 取得の条件 

本優先株式は、上記(イ)の期間中、１株につき下記(a)乃至(c)に定める転換価額により、当会社の普通

株式を交付するよう請求（以下「転換請求」という。）することができる。 

(a) 当初転換価額 

当初転換価額は、237,000円とする。 

(b) 転換価額の修正 

平成16年11月10日から平成23年11月８日まで、毎月第２水曜日(以下「決定日」という。)の翌取引日

以降、転換価額は、決定日まで(当日を含む。)の３連続取引日(終値(気配表示を含む。)のない日を

除き、決定日が取引日でない場合には、決定日の直前の取引日までの３連続取引日とする。以下「時

価算定期間」という。)の株式会社東京証券取引所における当会社の普通株式の普通取引の毎日の終

値(気配表示を含む。)の平均値(1,000円未満を切り捨てる。以下「決定日価額」という。)に修正さ

れる。なお、時価算定期間内に、下記(c)②または③で定める転換価額の調整事由が生じた場合に

は、修正後の転換価額は、本要項に従い当会社が適当と判断する値に調整される。ただし、かかる算

出の結果、修正後の転換価額が94,000円(以下「下限転換価額」という。ただし、下記(c)による調整

を受ける。)を下回る場合には、修正後の転換価額は下限転換価額とし、決定日価額が308,000円(以

下「上限転換価額」という。ただし、下記(c)による調整を受ける。)を上回る場合には、修正後の転

換価額は上限転換価額とする。 



(c) 転換価額の調整 

① 当会社は、本優先株式の発行後、下記②に掲げる各事由により当会社普通株式数に変更を生じる

場合または変更を生ずる可能性がある場合は、次に定める算式(以下「転換価額調整式」とい

う。)をもって転換価額を調整する。 

  

 
  

② 転換価額調整式により本優先株式の転換価額の調整を行う場合およびその調整後の転換価額の適

用時期については、次に定めるところによる。 

(i) 下記④(ii)に定める時価を下回る払込金額をもって当会社の普通株式を新たに発行または

当会社の有する当会社の普通株式を処分する場合(ただし、当会社の普通株式の交付と引換

えに取得される証券もしくは取得させることができる証券または当会社の普通株式の発行

もしくはこれに代えて当会社の有する当会社の普通株式の移転(以下当会社の普通株式の発

行または移転を「交付」という。)を請求できる新株予約権(新株予約権付社債に付された

ものを含む。)の取得または行使による場合を除く。)。 

調整後の転換価額は、払込期日の翌日以降、または募集のための基準日がある場合はその

日の翌日以降これを適用する。 

(ii) 株式の分割により普通株式を発行する場合。 

調整後の転換価額は、株式の分割のための基準日の翌日以降これを適用する。ただし、剰

余金から資本金に組入れられることを条件にその部分をもって株式の分割により普通株式

を発行する旨取締役会で決議する場合で、当該剰余金の資本金の増加の決議をする株主総

会の終結の日以前の日を株式の分割のための基準日とする場合には、調整後の転換価額

は、当該剰余金の資本金組入れの決議をした株主総会の終結の日の翌日以降これを適用す

る。 

なお、上記ただし書の場合において、株式の分割のための基準日の翌日から当該剰余金の

資本金組入れの決議をした株主総会の終結の日までに転換をなした者に対しては、次の算

出方法により、当会社の普通株式を新たに発行する。 

  

 
この場合に、１株に満たない端数を生じたときは、会社法第167条に定める方法によりこれ

を取扱う。 

(iii) 下記④(ii)に定める時価を下回る価額をもって当会社の普通株式に転換される証券もしく

は転換できる証券または当会社の普通株式の交付を請求できる新株予約権もしくは新株予

約権付社債を発行する場合。 

調整後の転換価額は、発行される証券または新株予約権もしくは新株予約権付社債の全て

が当初の転換価額で転換されまたは当初の行使価額で行使されたものとみなして転換価額

調整式を準用して算出するものとし、払込期日(新株予約権が無償にて発行される場合は発

行日)の翌日以降これを適用する。ただし、その証券の募集のための基準日がある場合は、

その日の翌日以降これを適用する。 

調整後 
転換価額

＝
調整前 
転換価額

×

既発行
普通株式数

＋
新発行・処分
普通株式数

×
１株当たりの 
払込金額

１株当たりの時価

既発行普通株式数＋新発行・処分普通株式数

株式数 ＝

(調整前転換価額
－調整後転換価額)

×
調整前転換価額をもって転換により 
当該期間内に発行された株式数

調 整 後 転 換 価 額



③ 当会社は、上記②に定める転換価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、取

締役会が適当と判断する転換価額の調整を行うものとする。 

(i) 株式の併合、資本金の減少、新設分割、吸収分割、または合併のために転換価額の調整を

必要とするとき。 

(ii) その他当会社普通株式数の変更または変更の可能性が生じる事由の発生により転換価額の

調整を必要とするとき。 

(iii) 転換価額を調整すべき事由が２つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後の転換

価額の算出に当たり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要がある

とき。 

④ (i) 転換価額調整式を用いる計算については、1,000円未満を切り捨てる。 

(ii) 転換価額調整式に使用する時価は、調整後転換価額を適用する日(ただし、上記②(ii)ただ

し書の場合には基準日)に先立つ45取引日目に始まる30取引日(終値(気配表示を含む。)の

ない日数を除く。)の株式会社東京証券取引所における当会社の普通株式の普通取引の毎日

の終値(気配表示を含む。)の平均値とする。この場合、平均値の計算は、1,000円未満を切

り捨てる。 

(iii) 転換価額調整式で使用する調整前転換価額は、調整後転換価額を適用する前日において有

効な転換価額とし、また、転換価額調整式で使用する既発行普通株式数は、基準日がある

場合はその日、または基準日がない場合は調整後転換価額を適用する日の１ヶ月前の日に

おける当会社の発行済普通株式数から、当該日における当会社の有する当会社普通株式数

を控除した数とする。 

⑤ 上記①乃至④については、下限転換価額の調整についてこれを準用する。 

(d) 転換により発行すべき普通株式数 

本優先株式の転換により発行すべき当会社普通株式数は、次のとおりとする。 

  

 
転換により発行すべき普通株式数の算出に当たって、１株に満たない端数が生じたときは、会社法第

167条に定める方法によりこれを取扱う。 

(ハ) 転換請求受付場所 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

(ニ) 転換の効力発生 

転換請求書および本優先株式の株券が上記(ハ)に記載する転換請求受付場所に到着した時に、当会社は

本優先株式を取得し、当該転換請求をした株主は、当会社がその取得と引換えに交付すべき当会社の普

通株式の株主となる。ただし、本優先株式の株券が発行されないときは、株券の提出を要しない。 

(8) 普通株式への一斉転換（一斉取得） 

平成23年11月８日までに転換請求のなかった本優先株式は、平成23年11月９日(以下「一斉転換日」とい

う。)をもって、その全部を取得する。当会社は、当該取得と引換えに、各本優先株主の有する本優先株式

の払込金額相当額を、一斉転換日に先立つ３取引日（一斉転換日を含み、終値（気配表示を含む。）のな

い日を除く。）の株式会社東京証券取引所における当会社の普通株式の普通取引の毎日の終値（気配表示

を含む。）の平均値（1,000円未満を切り捨てる。以下「強制転換価額」という。）で除して得られる数の

普通株式を交付する。ただし、強制転換価額が94,000円（下限転換価額）を下回るときは、各本優先株主

の有する本優先株式の払込金額相当額を当該下限転換価額で除して得られる数の普通株式を交付する。上

記の普通株式の数の算出に当たって１株に満たない端数が生じたときは、会社法第234条に定める方法によ

りこれを取扱う。 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

  該当事項はありません。 

  

転換により発行す
べき普通株式数

＝
本優先株主が転換請求のために提出した本優先株式の発行価額の総額

転換価額



(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
(4) 【大株主の状況】 

①普通株式 

平成18年９月30日現在 

 
  

②第１種優先株式 

平成18年９月30日現在 

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 
(百万円)

平成18年９月30日 ─ 71,269.38 ─ 5,764 ─ 1,441

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

富士通株式会社 神奈川県川崎市中原区上小田中4丁目1－1 34,714 50.11

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町1丁目1－5

1,254 1.81
(常任代理人 資産管理サービス
信託銀行株式会社)

(東京都中央区晴海1丁目8－12晴海アイラン
ドトリトンスクエアオフィスタワーＺ棟)

堀江 豊 千葉県千葉市中央区 425 0.61

松井証券株式会社(一般信用口) 東京都千代田区麹町1－4 418 0.60

針山 ちゑ子 東京都目黒区 402 0.58

柿島 興一 東京都江東区 396 0.57

板津 学 岐阜県岐阜市 330 0.48

朝倉 達彦 愛知県豊橋市 300 0.43

バンカインテツサクライアンツ
オムニバスアカウント

SERVIZIO TITOLI E BOLSA PIAZZADELLA
SCALA 6 20121 MILANO ITALY

294 0.42
(常任代理人 株式会社三菱東京
ＵＦＪ銀行)

(東京都千代田区丸の内2丁目7－1カストディ
業務部)

マネックス証券株式会社自己 東京都千代田区丸の内1丁目11－1 250 0.36

計 ― 38,783 55.99

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

富士通株式会社 神奈川県川崎市中原区上小田中4丁目1－1 2,000 100.00

計 ― 2,000 100.00



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年９月30日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が28株(議決権が28個)含まれ

ております。 

２ 「端株」欄には、当社所有の自己保有株式が0.51株含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成18年９月30日現在 

 
  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式
第１種優先株式

2,000
―

優先株式の内容は、「１ 株式等の状
況」の「（1）株式の総数等」の「②
発行済株式」の注記に記載しており
ます。

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 24

―
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

完全議決権株式(その他)  
普通株式 68,991 68,991 同上

端株 普通株式  254.38 ― 同上

発行済株式総数 71,269.38 ― ―

総株主の議決権 ― 68,991 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式)
富士通コンポーネント 
株式会社

東京都品川区東五反田 
二丁目３番５号

24 ─ 24 0.03

計 ― 24 ─ 24 0.03



２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありませ

ん。 

  

  

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 202,000 171,000 146,000 139,000 136,000 131,000

最低(円) 166,000 141,000 107,000 111,000 116,000 115,000



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11

年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)は、改正前の中間連結財務

諸表規則に基づき、当中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は改正後の中間

連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)は改正前の中間財務諸表等規則

に基づき、当中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は改正後の中間財務諸表等規

則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17

年９月30日まで）及び当中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間連結財

務諸表並びに前中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）及び当中間会計期間（平成

18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間財務諸表について、新日本監査法人により中間監査を受

けております。 



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

 
  

前中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

   現金及び預金 2,597 2,204 1,980

   受取手形及び売掛金 ※2,3 8,149 9,750 8,183

   有価証券 11 ─ ─

   たな卸資産 4,741 4,753 4,463

   繰延税金資産 ─ 73 49

   その他 653 750 762

   貸倒引当金 △261 △310 △324

   流動資産合計 15,892 51.8 17,222 53.9 15,115 51.0

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

   建物及び構築物 ※1,4 3,394 3,260 3,344

   機械装置及び運搬具 ※１ 3,235 3,511 3,335

   工具器具備品 ※１ 1,588 1,501 1,359

   土地 ※４ 3,974 3,977 3,976

   建設仮勘定 915 871 852

   有形固定資産合計 13,109 42.8 13,123 41.0 12,868 43.5

 ２ 無形固定資産 1,114 3.6 1,019 3.2 1,057 3.6

 ３ 投資その他の資産

   投資有価証券 400 455 412

   その他 176 186 175

   貸倒引当金 △19 △31 △19

   投資その他の資産 
   合計

557 1.8 610 1.9 567 1.9

   固定資産合計 14,780 48.2 14,752 46.1 14,494 49.0

   資産合計 30,672 100.0 31,974 100.0 29,609 100.0



 
  

前中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

   支払手形及び買掛金 7,322 11,210 7,865

   短期借入金 ※4,5 14,039 9,530 11,466

   未払金 1,709 1,911 1,641

   その他 940 992 930

   流動負債合計 24,011 78.3 23,644 73.9 21,904 74.0

Ⅱ 固定負債

   長期借入金 ※４ 331 149 240

   繰延税金負債 ─ 10 9

   再評価に係る 
   繰延税金負債

548 578 578

   退職給付引当金 2,498 2,518 2,540

   役員退職慰労引当金 110 151 131

   その他 154 164 164

   固定負債合計 3,644 11.9 3,572 11.2 3,664 12.4

   負債合計 27,655 90.2 27,216 85.1 25,569 86.4

(資本の部)

Ⅰ 資本金 5,764 18.8 ― ― 5,764 19.4

Ⅱ 資本剰余金 6,690 21.8 ― ― 6,690 22.6

Ⅲ 利益剰余金 △9,809 △32.0 ― ― △9,128 △30.8

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金

△21 △0.1 ― ― △26 △0.1

Ⅴ 土地再評価差額金 806 2.6 ― ― 776 2.6

Ⅵ 為替換算調整勘定 △408 △1.3 ― ― △33 △0.1

Ⅶ 自己株式 △3 △0.0 ― ― △3 △0.0

   資本合計 3,017 9.8 ― ― 4,040 13.6

   負債資本合計 30,672 100.0 ― ― 29,609 100.0



 
  

前中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― ― 5,764 18.0 ― ―

 ２ 資本剰余金 ― ― 6,690 20.9 ― ―

 ３ 利益剰余金 ― ― △8,492 △26.6 ― ―

 ４ 自己株式 ― ― △4 △0.0 ― ―

   株主資本合計 ― ― 3,957 12.4 ― ―

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
   評価差額金

― ― △19 △0.1 ― ―

 ２ 土地再評価差額金 ― ― 776 2.4 ― ―

 ３ 為替換算調整勘定 ― ― 43 0.1 ― ―

   評価・換算差額等 
   合計

― ― 800 2.5 ― ―

   純資産合計 ― ― 4,758 14.9 ― ―

   負債純資産合計 ― ― 31,974 100.0 ― ―



② 【中間連結損益計算書】 

  

前中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
要約連結損益計算書

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 23,604 100.0 25,055 100.0 48,186 100.0

Ⅱ 売上原価 17,807 75.4 18,645 74.4 36,184 75.1

  売上総利益 5,797 24.6 6,409 25.6 12,001 24.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 4,932 20.9 5,287 21.1 9,997 20.7

  営業利益 865 3.7 1,122 4.5 2,004 4.2

Ⅳ 営業外収益

  受取利息及び配当金 11 19 33

  為替差益 26 27 55

  特許使用料 26 43 57

  持分法による投資利益 ─ 30 ─

  その他 29 93 0.4 64 186 0.7 83 228 0.4

Ⅴ 営業外費用

  支払利息 82 73 159

  退職給付会計 
  基準変更時差異

115 115 230

  持分法による投資損失 23 ─ 27

  たな卸資産廃却損 123 270 315

  その他 97 441 1.9 137 596 2.4 242 974 2.0

  経常利益 516 2.2 711 2.8 1,258 2.6

  税金等調整前 
  中間(当期)純利益

516 2.2 711 2.8 1,258 2.6

 
  法人税、住民税及び 
  事業税

73 98 175

  法人税等調整額 ― 73 0.3 △22 76 0.3 △43 132 0.3

  中間(当期)純利益 443 1.9 635 2.5 1,125 2.3



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 17,908 17,908

Ⅱ 資本剰余金減少高

  １ 欠損填補のための取崩額 11,218 11,218 11,218 11,218

Ⅲ 資本剰余金中間期末(期末)残高 6,690 6,690

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 △21,472 △21,472

Ⅱ 利益剰余金増加高

  １ 中間(当期)純利益 443 1,125

  ２ 資本剰余金取崩による増加額 11,218 11,662 11,218 12,344

Ⅲ 利益剰余金中間期末(期末)残高 △9,809 △9,128



④ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 5,764 6,690 △9,128 △3 3,322

中間連結会計期間中の変動額

 中間純利益 ─ ─ 635 ─ 635

 自己株式の取得 ─ ─ ─ △0 △0

純資産の部に直接計上されたそ
の他有価証券評価差額金の増減

─ ─ ─ ─ ─

 為替換算調整勘定 ─ ─ ─ ─ ─

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

─ ─ 635 △0 634

平成18年９月30日残高(百万円) 5,764 6,690 △8,492 △4 3,957

評価・換算差額等

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

土地再評価
差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) △26 776 △33 717 4,040

中間連結会計期間中の変動額

 中間純利益 ─ ─ ─ ─ 635

 自己株式の取得 ─ ─ ─ ─ △0

純資産の部に直接計上されたそ
の他有価証券評価差額金の増減

6 ― ─ 6 6

 為替換算調整勘定 ─ ─ 76 76 76

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

6 ― 76 83 718

平成18年９月30日残高(百万円) △19 776 43 800 4,758



⑤ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前中間(当期)純利益 516 711 1,258

減価償却費 1,014 962 2,145

持分法による投資損失（利益△） 23 △30 27

貸倒引当金の増加（減少△）額 3 △11 54

退職給付引当金の増加（減少△）
額

56 △22 99

役員退職慰労引当金の増加額 9 19 30

受取利息及び受取配当金 △11 △19 △33

支払利息 82 73 159

たな卸資産廃却損 123 270 315

売上債権の増加額 △583 △1,478 △465

たな卸資産の減少（増加△）額 1,167 △595 1,361

仕入債務の増加（減少△）額 △129 3,215 381

その他流動資産の減少（増加△）
額

△54 13 △214

その他流動負債の増加額 18 390 46

その他固定負債の減少額 △20 ─ △8

その他 △21 37 29

    小計 2,192 3,538 5,187

利息及び配当金の受取額 11 19 33

利息の支払額 △82 △70 △159

法人税等の還付額 0 0 59

法人税等の支払額 △45 △65 △144

   営業活動による 
   キャッシュ・フロー

2,077 3,422 4,976

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の売却による収入 ─ ─ 13

有形固定資産の取得による支出 △877 △1,047 △1,913

有形固定資産の売却による収入 5 27 263

無形固定資産の取得による支出 △143 △159 △295

投資有価証券の売却による収入 ― ─ 7

その他 14 △11 15

   投資活動による 
   キャッシュ・フロー

△1,001 △1,190 △1,908



 

  

  

  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純減少額 △590 △1,940 △3,171

長期借入金の返済による支出 △92 △91 △183

自己株式の取得による支出 △0 △0 △1

   財務活動による 
   キャッシュ・フロー

△683 △2,032 △3,356

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 76 25 139

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加 
  （減少△）額

468 224 △148

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 2,129 1,980 2,129

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
  中間期末(期末)残高

2,597 2,204 1,980



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 
  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 連結の範囲に関す
る事項

連結子会社の数 
全ての子会社15社が連結範
囲に含められております。

連結子会社の数
全ての子会社15社が連結範
囲に含められております。

連結子会社の数 
全ての子会社15社が連結範
囲に含められております。 
なお、平成18年４月をもっ
て、高見澤(常州)電子有限
公司は富士通電子零件(常
州)有限公司に社名変更し
ております。

主要な連結子会社の名称
株式会社高見澤電機製作
所
 宮崎富士通コンポーネン
ト株式会社
 千曲通信工業株式会社
 高見澤(常州)電子有限公
司
 株式会社しなの富士通
 FUJITSU COMPONENT
  (MALAYSIA)SDN. BHD.
 FUJITSU COMPONENTS 
  AMERICA, INC.
 FUJITSU COMPONENTS 
   ASIA PTE LIMITED
 FUJITSU COMPONENTS 
EUROPE B.V.

主要な連結子会社の名称
株式会社高見澤電機製作
所
宮崎富士通コンポーネン
ト株式会社
千曲通信工業株式会社
富士通電子零件(常州)有
限公司
株式会社しなの富士通
FUJITSU COMPONENT
(MALAYSIA)SDN. BHD.
FUJITSU COMPONENTS 
AMERICA, INC.
FUJITSU COMPONENTS 
 ASIA PTE LIMITED
FUJITSU COMPONENTS 
EUROPE B.V.

主要な連結子会社の名称
株式会社高見澤電機製作
所
宮崎富士通コンポーネン
ト株式会社
千曲通信工業株式会社
高見澤(常州)電子有限公
司
株式会社しなの富士通
FUJITSU COMPONENT
(MALAYSIA)SDN. BHD.
FUJITSU COMPONENTS 
AMERICA, INC.
FUJITSU COMPONENTS 
 ASIA PTE LIMITED
FUJITSU COMPONENTS 
EUROPE B.V.

２ 持分法の適用に関
する事項

持分法を適用した関連会社
は１社であります。

 富晶通科技股份有限公司

 なお、中間決算日が中間
連結決算日と異なるた
め、同社の中間会計期間
に係る中間財務諸表を使
用しております。

同左 持分法を適用した関連会社
は１社であります。

富晶通科技股份有限公司

なお、決算日が連結決算
日と異なるため、同社の
事業年度に係る財務諸表
を使用しております。

３ 連結子会社の中間
決算日(決算日)等
に関する事項

連結子会社のうち、以下の
会社を除き、中間決算日は
９月30日であります。

高見澤(常州)電子有限公
司 
富士通電子零件(上海)有
限公司

上記の会社の中間決算日は
６月30日であり、中間連結
財務諸表の作成に当たって
は、中間連結決算日に正規
の中間決算に準ずる手続に
よる中間決算を行い連結し
ております。

連結子会社のうち、以下の
会社を除き、中間決算日は
９月30日であります。

富士通電子零件(常州)有
限公司 
富士通電子零件(上海)有
限公司

上記の会社の中間決算日は
６月30日であり、中間連結
財務諸表の作成に当たって
は、中間連結決算日に正規
の中間決算に準ずる手続に
よる中間決算を行い連結し
ております。

連結子会社のうち、以下の
会社を除き、決算日は３月
31日であります。

高見澤(常州)電子有限公
司 
富士通電子零件(上海)有
限公司

上記の会社の決算日は12月
31日であり、連結財務諸表
の作成に当たっては、連結
決算日に正規の決算に準ず
る手続による決算を行い連
結しております。



 
  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

４ 会計処理基準に関
する事項

(1) 重要な資産の評価基準
及び評価方法

 ① 有価証券の評価基準
及び評価方法

  その他有価証券
   時価のあるもの

中間決算日の市場
価格等に基づく時
価法(評価差額は
全部資本直入法に
より処理し、売却
原価は移動平均法
により算定)を採
用しております。

(1) 重要な資産の評価基準
及び評価方法
① 有価証券の評価基準
及び評価方法

 その他有価証券
  時価のあるもの

中間決算日の市場
価格等に基づく時
価法(評価差額は
全部純資産直入法
により処理し、売
却原価は移動平均
法により算定)を
採用しておりま
す。

(1) 重要な資産の評価基準
及び評価方法
① 有価証券の評価基準
及び評価方法

 その他有価証券
  時価のあるもの

決算日の市場価格
等に基づく時価法
(評価差額は全部
資本直入法により
処理し、売却原価
は移動平均法によ
り算定)を採用し
ております。

   時価のないもの
    移動平均法による

原価法

  時価のないもの
同左

  時価のないもの
同左

 ② デリバティブの評価
基準及び評価方法
時価法

 

② デリバティブの評価
基準及び評価方法

同左

② デリバティブの評価
基準及び評価方法

同左

 ③ たな卸資産の評価基
準及び評価方法

  (イ)製品
主として移動平均
法による原価法

③ たな卸資産の評価基
準及び評価方法

 (イ)製品
同左

③ たな卸資産の評価基
準及び評価方法

 (イ)製品
同左

  (ロ)仕掛品・貯蔵品
主として個別法又
は総平均法による
原価法

 (ロ)仕掛品・貯蔵品
同左

 (ロ)仕掛品・貯蔵品
同左

  (ハ)原材料
主として移動平均
法又は最終仕入原
価法による原価法

 (ハ)原材料
同左

 (ハ)原材料
同左



 
  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法

 ① 有形固定資産

当社及び国内連結子

会社は定率法を、ま

た在外連結子会社は

当該国の会計基準に

基づき、当該資産の

区分、構造及び機能

により見積られた耐

用年数に基づき主に

定額法で計算してお

ります。

ただし、当社及び国

内連結子会社は平成

10年４月１日以降に

取得した建物(附属

設備を除く)は定額

法によっておりま

す。

なお、主な耐用年数

は次のとおりであり

ます。

建物及び構築物

２～50年

機械装置及び運搬

具   ４～10年

工具器具備品

２～10年

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法

 ① 有形固定資産

同左

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法

 ① 有形固定資産

同左

 ② 無形固定資産

主として定額法によ

っております。な

お、自社利用のソフ

トウェアについては

社内における利用可

能期間(５年)に基づ

く定額法によってお

ります。

 ② 無形固定資産

同左

 ② 無形固定資産

同左

(3) 重要な引当金の計上基

準

 ① 貸倒引当金

売上債権等の貸倒損

失に備えるため、一

般債権については貸

倒の実績等を勘案し

た繰入率により、貸

倒懸念債権等特定の

債権については個別

に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額

を計上しておりま

す。

(3) 重要な引当金の計上基

準

 ① 貸倒引当金

同左

(3) 重要な引当金の計上基

準

 ① 貸倒引当金

同左



 
  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 ② 退職給付引当金

従業員の退職給付に

備えるため、当連結

会計年度末における

退職給付債務及び年

金資産の見込額に基

づき、当中間連結会

計期間末において発

生していると認めら

れる額を計上してお

ります。

 ② 退職給付引当金

同左

 ② 退職給付引当金

従業員の退職給付に

備えるため、当連結

会計年度末における

退職給付債務及び年

金資産の見込額に基

づき、当連結会計年

度末において発生し

ていると認められる

額を計上しておりま

す。

  (イ)会計基準の変更に

伴う差異の処理年

数

    …10年

  (イ)会計基準の変更に

伴う差異の処理年

数

同左

  (イ)会計基準の変更に

伴う差異の処理年

数

同左

  (ロ)過去勤務債務の処

理方法

    …定額法(10年)

  (ロ)過去勤務債務の処

理方法

同左

  (ロ)過去勤務債務の処

理方法

同左

  (ハ)数理計算上の差異

の処理方法

…定額法(各連結

会計年度の発生

時における従業

員の平均残存勤

務期間以内の一

定の年数により

按分した額を、

それぞれ発生の

翌連結会計年度

から費用処理)

  (ハ)数理計算上の差異

の処理方法

同左

  (ハ)数理計算上の差異

の処理方法

同左

 ③ 役員退職慰労引当金

在外子会社を除き、

役員の退職慰労金の

支出に備えて、内規

による必要額を計上

しております。

 ③ 役員退職慰労引当金

同左

 ③ 役員退職慰労引当金

同左

(4) 重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への

換算基準

外貨建金銭債権債務

は、中間連結決算日の

直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額

は損益として処理して

おります。なお、在外

子会社等の資産及び負

債は、中間連結決算日

の直物為替相場により

円貨に換算し、収益及

び費用は期中平均相場

により円貨に換算し、

換算差額は資本の部に

おける為替換算調整勘

定に含めて表示してお

ります。

(4) 重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への

換算基準

外貨建金銭債権債務

は、中間連結決算日の

直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額

は損益として処理して

おります。なお、在外

子会社等の資産及び負

債は、中間連結決算日

の直物為替相場により

円貨に換算し、収益及

び費用は期中平均相場

により円貨に換算し、

換算差額は純資産の部

における為替換算調整

勘定に含めて表示して

おります。

  

(4) 重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への

換算基準

外貨建金銭債権債務

は、連結決算日の直物

為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損

益として処理しており

ます。なお、在外子会

社等の資産及び負債

は、連結決算日の直物

為替相場により円貨に

換算し、収益及び費用

は期中平均相場により

円貨に換算し、換算差

額は資本の部における

為替換算調整勘定に含

めて表示しておりま

す。



 
  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(5) 重要なリース取引の処
理方法
リース物件の所有権が
借主に移転すると認め
られるもの以外のファ
イナンス・リース取引
については通常の賃貸
借取引にかかる方法に
準じた会計処理によっ
ております。

(5) 重要なリース取引の処
理方法

同左

(5) 重要なリース取引の処
理方法

同左

(6) 重要なヘッジ会計の方
法

 ① ヘッジ会計の方法
先物為替予約取引に
ついては原則的処理
を採用しておりま
す。なお、金利スワ
ップについては特例
処理の要件を満たし
ている場合は特例処
理を採用しておりま
す。

(6) 重要なヘッジ会計の方
法
① ヘッジ会計の方法

同左

(6) 重要なヘッジ会計の方
法
① ヘッジ会計の方法

同左

 ② ヘッジ手段とヘッジ
対象

   ヘッジ手段
…為替予約及び金利
スワップ

   ヘッジ対象
…外貨建売掛金及び
借入金利息

② ヘッジ手段とヘッジ
対象

  ヘッジ手段
同左

  ヘッジ対象
同左

② ヘッジ手段とヘッジ
対象

  ヘッジ手段
同左

  ヘッジ対象
同左

 ③ ヘッジ方針
通貨関連における先
物為替予約取引は、
外貨建売掛金の為替
変動リスクを回避す
るためのものである
ため、外貨建売掛金
の範囲内で行うこと
としております。
また、金利関連にお
ける金利スワップ取
引についても金利の
変動によるリスク回
避を目的としており
投機目的やトレーデ
ィング目的でこれら
の取引を行わないこ
ととしております。

③ ヘッジ方針
同左

③ ヘッジ方針
同左



 
  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 ④ ヘッジの有効性の評
価
当社グループは、当
社が定めたデリバテ
ィブ取引に関する所
定のルールに基づい
て取引を行い、ヘッ
ジの有効性の判定を
含めて管理を行って
おります。

④ ヘッジの有効性の評
価

同左

④ ヘッジの有効性の評
価

同左

(7) 消費税等の会計処理
当社及び国内子会社の
消費税及び地方消費税
の会計処理は、税抜方
式によっております。

(7) 消費税等の会計処理
同左

(7) 消費税等の会計処理
同左

５ 中間連結キャッシ
ュ・フロー計算書
( 連結キャッシ
ュ・フロー計算
書)における資金
の範囲

中間連結キャッシュ・フロ
ー計算書における資金(現
金及び現金同等物)は、手
許現金、随時引き出し可能
な預金及び容易に換金可能
であり、かつ、価値の変動
について僅少なリスクしか
負わない取得日から３ヶ月
以内に償還期限の到来する
短期投資からなっておりま
す。

同左 連結キャッシュ・フロー計
算書における資金(現金及
び現金同等物)は、手許現
金、随時引き出し可能な預
金及び容易に換金可能であ
り、かつ、価値の変動につ
いて僅少なリスクしか負わ
ない取得日から３ヶ月以内
に償還期限の到来する短期
投資からなっております。



会計処理の変更 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

（固定資産の減損に係る会計基準）
「固定資産の減損に係る会計基
準」（「固定資産の減損に係る会計
基準の設定に関する意見書」（企業
会計審議会 平成14年8月9日））及
び「固定資産の減損に係る会計基準
の適用指針」（企業会計基準委員会
平成15年10月31日 企業会計基準適
用指針第6号）を当中間連結会計期
間から適用しております。
これによる損益に与える影響はあ
りません。
――――――――――――――

――――――――――――――

（貸借対照表の純資産の部の表示に
関する会計基準等）
当中間連結会計期間から「貸借対
照表の純資産の部の表示に関する会
計基準」（企業会計基準委員会 平
成17年12月9日 企業会計基準第5
号）及び「貸借対照表の純資産の部
の表示に関する会計基準等の適用指
針」（企業会計基準委員会 平成17
年12月9日 企業会計基準適用指針
第8号）を適用しております。
これによる損益に与える影響はあ
りません。
なお、従来の「資本の部」の合計
に相当する金額は4,758百万円であ
ります。
中間連結財務諸表規則の改正によ
り、当中間連結会計期間における中
間連結財務諸表は、改正後の中間連
結財務諸表規則により作成しており
ます。

（固定資産の減損に係る会計基準）
「固定資産の減損に係る会計基
準」（「固定資産の減損に係る会計
基準の設定に関する意見書」（企業
会計審議会 平成14年8月9日））及
び「固定資産の減損に係る会計基準
の適用指針」（企業会計基準委員会
平成15年10月31日 企業会計基準適
用指針第6号）を当連結会計年度か
ら適用しております。
これによる損益に与える影響はあ
りません。
――――――――――――――



表示方法の変更 

  

 
  

  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

（中間連結貸借対照表）
 前中間連結会計期間において、流動負債の「その他」
に含めて表示しておりました「未払金」（前中間連結会
計期間1,530百万円）については、資産総額の100分の5
超となったため、当中間連結会計期間より区分掲記して
おります。

（中間連結損益計算書）
前中間連結会計期間まで区分掲記しておりました営業
外収益の「技術指導料」(当中間連結会計期間4百万円)
については、当中間連結会計期間において営業外収益の
100分の10以下となったため、当中間連結会計期間より
営業外収益の「その他」に含めて表示しております。
前中間連結会計期間まで区分掲記しておりました営業
外費用の「有形固定資産廃却損」（当中間連結会計期間
16百万円）については、当中間連結会計期間において営
業外費用の100分の10以下となったため、当中間連結会
計期間より営業外費用の「その他」に含めて表示してお
ります。

―――――――――――――――――――――――

―――――――――――――――――――――――



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間末 
(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成18年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計
額

29,122百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計
額

30,568百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計
額

29,963百万円
※２ 受取手形割引高

31百万円
※２ 受取手形割引高

―百万円
※２ 受取手形割引高

9百万円
※３ 受取手形裏書譲渡高

6百万円
※３ 受取手形裏書譲渡高

5百万円
※３ 受取手形の裏書譲渡高

6百万円

 

※４ 担保に供している資産

建物 
及び構築物

846百万円

土地 1,686百万円

計 2,533百万円

上記物件について、短期借
入金760百万円、１年以内
に返済予定の長期借入金
180百万円、長期借入金315
百万円の担保に供しており
ます。

※５ ――――――――――――

 

 

※４ 担保に供している資産

建物 
及び構築物

796百万円

土地 1,686百万円

計 2,482百万円

上記物件について、短期借
入金160百万円、１年以内
に返済予定の長期借入金
180百万円、長期借入金135
百万円の担保に供しており
ます。

※５ シンジケート方式によるコミ
ットメントライン契約
当社は平成18年9月27日
に、㈱みずほ銀行をアレン
ジャーとした計2行の金融
機関との間で総額30億円を
借入れ枠とするシンジケー
ト方式によるコミットメン
トライン契約を締結致しま
した。
当中間連結会計期間末にお
けるコミットメントライン
契約に係る借入未実行残高
等は下記のとおりです。
コミットメン
トラインの総
額

3,000百万円

借入実行残高 3,000百万円

差引額 ─百万円

 

※４ 担保に供している資産

建物
及び構築物

821百万円

土地 1,686百万円

計 2,507百万円

上記物件について、短期借
入金760百万円、１年以内
に返済予定の長期借入金
180百万円、長期借入金225
百万円の担保に供しており
ます。

※５ ――――――――――――



(中間連結損益計算書関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

※１ 販売費及び一般管理費のうち
主要な費目は次のとおりであり
ます。

※１ 販売費及び一般管理費のうち
主要な費目は次のとおりであり
ます。

※１ 販売費及び一般管理費のうち
主要な費目は次のとおりであり
ます。

 

給料手当 931百万円

賞与手当 177

物流費 429

退職 
給付費用

62

役員退職 
慰労引当金 
繰入額

13

貸倒引当金 
繰入額

13

研究開発費 1,348

その他 1,954

計 4,932
 

給料手当 1,016百万円

賞与手当 253

物流費 481

退職 
給付費用

58

役員退職
慰労引当金 
繰入額

18

貸倒引当金
繰入額

8

研究開発費 1,362

その他 2,087

計 5,287
 

給料手当 1,865百万円

賞与手当 397

物流費 895

退職
給付費用

117

役員退職
慰労引当金 
繰入額

33

貸倒引当金 
繰入額

17

研究開発費 2,712

その他 3,958

計 9,997



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

１ 発行済株式に関する事項 

   
  

２ 自己株式に関する事項 

   
(変動事由の概要)  

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

 端株の買取りによる増加    5.03株 

  
３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

  

４ 配当に関する事項 

該当事項はありません。 

  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 69,269.38 ─ ─ 69,269.38

第１種優先株式(株) 2,000.00 ─ ─ 2,000.00

合計(株) 71,269.38 ─ ─ 71,269.38

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 19.48 5.03 ─ 24.51



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 現金及び現金同等物の中間期末
残高と中間連結貸借対照表に掲
記されている科目の金額との関
係

(平成17年９月30日現在)
現金及び 
預金勘定

2,597百万円

現金及び 
現金同等物

2,597百万円

１ 現金及び現金同等物の中間期末
残高と中間連結貸借対照表に掲
記されている科目の金額との関
係

(平成18年９月30日現在)
現金及び
預金勘定

2,204百万円

現金及び
現金同等物

2,204百万円

１ 現金及び現金同等物の期末残高
と連結貸借対照表に掲記されて
いる科目の金額との関係

(平成18年３月31日現在)
現金及び
預金勘定

1,980百万円

現金及び
現金同等物

1,980百万円



(リース取引関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転す
ると認められるもの以外のファイナ
ンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転す
ると認められるもの以外のファイナ
ンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転す
ると認められるもの以外のファイナ
ンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当
額、減価償却累計額相当額及
び中間期末残高相当額

機械装置 
(百万円)

その他 
(工具器具
備品) 
(百万円)

合計 
(百万円)

取得価額 
相当額

2,290 127 2,417

減価償却 
累計額 
相当額

1,147 60 1,208

中間期末 
残高相当額

1,142 66 1,209

① リース物件の取得価額相当
額、減価償却累計額相当額及
び中間期末残高相当額

機械装置
(百万円)

その他 
(工具器具
備品) 
(百万円)

合計 
(百万円)

取得価額 
相当額

2,199 139 2,338

減価償却 
累計額 
相当額

1,053 88 1,142

中間期末 
残高相当額

1,145 50 1,196

① リース物件の取得価額相当
額、減価償却累計額相当額及
び期末残高相当額

機械装置 
(百万円)

その他 
(工具器具
備品) 
(百万円)

合計 
(百万円)

取得価額 
相当額

2,437 130 2,568

減価償却 
累計額 
相当額

1,299 75 1,375

期末残高 
相当額

1,138 55 1,193

② 未経過リース料中間期末残高
相当額
１年内 414百万円
１年超 837百万円
合計 1,252百万円

② 未経過リース料中間期末残高
相当額
１年内 366百万円
１年超 873百万円
合計 1,240百万円

② 未経過リース料期末残高相当
額
１年内 392百万円
１年超 846百万円
合計 1,239百万円

③ 支払リース料、減価償却費相
当額及び支払利息相当額
支払リース料 245百万円

減価償却費 
相当額

229百万円

支払利息相当額 19百万円

③ 支払リース料、減価償却費相
当額及び支払利息相当額
支払リース料 242百万円

減価償却費
相当額

221百万円

支払利息相当額 18百万円

③ 支払リース料、減価償却費相
当額及び支払利息相当額
支払リース料 487百万円

減価償却費 
相当額

457百万円

支払利息相当額 36百万円
④ 減価償却費相当額の算定方法
リース期間を耐用年数とし、
残存価額を零とする定額法に
よっております。

④ 減価償却費相当額の算定方法
同左

④ 減価償却費相当額の算定方法
同左

⑤ 利息相当額の算定方法
リース料総額とリース物件の
取得価額相当額との差異を利
息相当額とし、各期への配分
方法については、利息法によ
っております。

⑤ 利息相当額の算定方法
同左

⑤ 利息相当額の算定方法
同左



(有価証券関係) 

前中間連結会計期間(平成17年９月30日現在) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

 
  

当中間連結会計期間(平成18年９月30日現在) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

 
  

種類
取得原価
(百万円)

中間連結貸借
対照表計上額(百万円)

差額 
(百万円)

① 株式 83 58 △24

② 債券 ― ― ―

③ その他 21 27 5

合計 105 85 △19

中間連結貸借対照表計上額
(百万円)

その他有価証券

非上場株式 10

種類
取得原価
(百万円)

中間連結貸借
対照表計上額(百万円)

差額 
(百万円)

① 株式 84 61 △22

② 債券 ─ ─ ─

③ その他 12 18 5

合計 96 80 △16

中間連結貸借対照表計上額
(百万円)

その他有価証券

非上場株式 9



前連結会計年度(平成18年３月31日現在) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

 
  

(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度のいずれにおいても、開示対象のデリ

バティブ取引はありません。 

  

種類
取得原価
(百万円)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

差額 
(百万円)

① 株式 83 53 △30

② 債券 ─ ─ ─

③ その他 12 19 6

合計 96 73 △23

連結貸借対照表計上額
(百万円)

その他有価証券

非上場株式 10



(ストック・オプション等関係) 

該当事項はありません。 

  

  



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度において、当社グループは、リレー、

コネクタ、入出力デバイス等の分野において、部品及び電子応用の機器を生産販売するエレクトロニク

スメーカーとして、単一の事業活動を行っており、当該事業以外に事業の種類がないため該当事項はあ

りません。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分は地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国または地域 

(1) アジア…………中国・マレーシア・シンガポール・タイ・台湾 

(2) 北米……………アメリカ 

(3) ヨーロッパ……フランス・ドイツ・イギリス・オランダ 

  

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分は地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国または地域 

(1) アジア…………中国・マレーシア・シンガポール・タイ・台湾 

(2) 北米……………アメリカ 

(3) ヨーロッパ……フランス・ドイツ・イギリス・オランダ 

  

日本
(百万円)

アジア 
(百万円)

北米
(百万円)

ヨーロッパ
(百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に対する
売上高

15,492 3,570 2,039 2,502 23,604 ― 23,604

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

6,709 3,312 255 28 10,304 (10,304) ―

計 22,201 6,882 2,294 2,530 33,909 (10,304) 23,604

営業費用 21,628 6,635 2,279 2,519 33,062 (10,323) 22,739

営業利益 573 247 14 10 846 18 865

日本
(百万円)

アジア 
(百万円)

北米
(百万円)

ヨーロッパ
(百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に対する
売上高

15,878 3,670 2,274 3,231 25,055 ─ 25,055

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

7,857 3,598 222 6 11,685 (11,685) ─

計 23,736 7,269 2,496 3,238 36,740 (11,685) 25,055

営業費用 22,744 7,167 2,456 3,157 35,526 (11,592) 23,933

営業利益 991 101 39 81 1,214 (    92) 1,122



前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分は地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国または地域 

(1) アジア…………中国・マレーシア・シンガポール・タイ・台湾 

(2) 北米……………アメリカ 

(3) ヨーロッパ……フランス・ドイツ・イギリス・オランダ 

  

日本
(百万円)

アジア 
(百万円)

北米
(百万円)

ヨーロッパ
(百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に対する
売上高

30,783 7,521 4,597 5,284 48,186 ─ 48,186

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

14,229 6,540 501 48 21,319 (21,319) ─

計 45,012 14,061 5,099 5,332 69,505 (21,319) 48,186

営業費用 43,602 13,618 5,041 5,231 67,493 (21,311) 46,182

営業利益 1,409 443 57 101 2,012 (     8) 2,004



【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分は地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国または地域 

(1) アジア…………中国・台湾・韓国・インド・マレーシア・シンガポール・タイ 

(2) ヨーロッパ……フランス・ドイツ・イギリス・オランダ 

(3) 北米……………アメリカ・カナダ 

３ 海外売上高は当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域による売上高であります。 

  

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分は地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国または地域 

(1) アジア…………中国・台湾・韓国・インド・マレーシア・シンガポール・タイ 

(2) ヨーロッパ……フランス・ドイツ・イギリス・オランダ 

(3) 北米……………アメリカ・カナダ 

３ 海外売上高は当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域による売上高であります。 

  

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分は地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国または地域 

(1) アジア…………中国・台湾・韓国・インド・マレーシア・シンガポール・タイ 

(2) ヨーロッパ……フランス・ドイツ・イギリス・オランダ 

(3) 北米……………アメリカ・カナダ 

３ 海外売上高は当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域による売上高であります。 

  

  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日)

アジア ヨーロッパ 北米 計

海外売上高(百万円) 4,078 2,487 2,054 8,620

連結売上高(百万円) 23,604

連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％)

17.3 10.5 8.7 36.5

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日)

アジア ヨーロッパ 北米 計

海外売上高(百万円) 4,513 3,279 2,060 9,853

連結売上高(百万円) 25,055

連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％)

18.0 13.1 8.2 39.3

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日)

アジア ヨーロッパ 北米 計

海外売上高(百万円) 8,713 5,269 4,612 18,594

連結売上高(百万円) 48,186

連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％)

18.1 10.9 9.6 38.6



(１株当たり情報) 

  

 
(注) 算定上の基礎 

 １ １株当たり純資産額 

 
  

  

   ２ １株当たり中間（当期）純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益 

項目
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり純資産額 14,692.03円 39,835.75円 29,464.39円

１株当たり中間 

(当期)純利益 

 

7,685.14円 9,178.09円 17,731.91円

潜在株式調整後 

１株当たり中間 

(当期)純利益

5,579.21円 7,744.30円 14,074.05円

前中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

前連結会計年度末

(平成18年３月31日)

中間連結貸借対照表の純資産の部の合計額(百

万円)
― 4,758 ―

普通株式に係る純資産額(百万円) ― 2,758 ―

差額の主な内訳(百万円)

 第１種優先株式 ― 2,000 ―

普通株式の発行済株式数(株) ― 69,269.38 ―

普通株式の自己株式数(株) ― 24.51 ―

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株

式の数(株)
― 69,244.87 ―

前中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日

至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日

至 平成18年９月30日)

前連結会計年度

(自 平成17年４月１日

至 平成18年３月31日)

１株当たり中間(当期)純利益

中間(当期)純利益(百万円) 443 635 1,125

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ― ―

普通株式に係る中間(当期)純利益(百万円) 443 635 1,125

普通株式の期中平均株式数(株) 57,738.33 69,247.21 63,478.48

潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益

中間(当期)純利益調整額(百万円) ― ― ―

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利

益の算定に用いられた普通株式増加数の主要

な内訳(株)

 第１回第１種優先株式 14,928.10 12,820.51 13,055.79

 第２回第１種優先株式 6,865.83 ― 3,442.32

普通株式増加数(株) 21,793.93 12,820.51 16,498.11

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり中間(当期)純利益の算定に含めなかっ

た潜在株式の概要
― ― ―



(重要な後発事象) 

  

前中間連結会計期間（自 平成17年４月1日 至 平成17年９月30日） 
  
該当事項はありません。 
  
  
  
  
  
  
  
  
  
当中間連結会計期間（自 平成18年４月1日 至 平成18年９月30日） 
  
該当事項はありません。 
  
  
  
  

  

  
  
  
  
前連結会計年度 (自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 
  
該当事項はありません。 
  
  
  

（２）【その他】 

   該当事項はありません。 



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

 

前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

   現金及び預金 645 471 390

   受取手形 167 140 80

   売掛金 7,647 9,625 7,658

   たな卸資産 1,013 1,033 925

   未収入金 2,384 3,721 2,656

   その他 ※４ 612 380 574

   貸倒引当金 △25 △36 △28

   流動資産合計 12,446 35.7 15,337 42.3 12,257 36.2

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

   建物及び構築物 ※１ 619 571 593

   機械及び装置 ※１ 361 315 319

   工具器具備品 ※１ 436 382 396

   土地 1,488 1,488 1,488

   建設仮勘定 0 0 0

   有形固定資産計 2,905 8.4 2,757 7.6 2,798 8.3

 ２ 無形固定資産

   ソフトウェア 266 184 220

   その他 399 361 388

   無形固定資産計 666 1.9 545 1.5 609 1.8

 ３ 投資その他の資産

   関係会社株式 13,915 13,907 13,907

   関係会社長期貸付金 4,783 3,570 4,170

   その他 111 125 112

   投資その他の資産 
   合計

18,809 54.0 17,603 48.6 18,190 53.7

   固定資産合計 22,381 64.3 20,906 57.7 21,598 63.8

   資産合計 34,828 100.0 36,243 100.0 33,856 100.0



 
  

前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

   支払手形 355 330 389

   買掛金 8,610 13,438 9,400

   短期借入金 ※３ 13,890 9,899 11,727

   その他 1,607 1,522 1,576

   流動負債合計 24,463 70.2 25,191 69.5 23,095 68.2

Ⅱ 固定負債

長期借入金 315 135 225

退職給付引当金 997 1,111 1,075

役員退職慰労引当金 62 96 80

その他 150 150 150

固定負債合計 1,525 4.4 1,493 4.1 1,530 4.5

負債合計 25,989 74.6 26,684 73.6 24,625 72.7

(資本の部)

Ⅰ 資本金 5,764 16.6 ― ― 5,764 17.0

Ⅱ 資本剰余金

資本準備金 1,441 ― 1,441

その他資本剰余金 1,447 ― 1,447

資本剰余金合計 2,888 8.3 ― ― 2,888 8.6

Ⅲ 利益剰余金

中間(当期)未処分利
益

189 ― 581

利益剰余金合計 189 0.5 ― ― 581 1.7

Ⅳ 自己株式 △3 △0.0 ― ― △3 △0.0

資本合計 8,838 25.4 ― ― 9,230 27.3

負債資本合計 34,828 100.0 ― ― 33,856 100.0



 
  

前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― ― 5,764 15.9 ― ―

 ２ 資本剰余金

  (1) 資本準備金 ― 1,441 ―

  (2) その他資本剰余金 ― 1,447 ―

   資本剰余金合計 ― ― 2,888 8.0 ― ―

 ３ 利益剰余金

  (1) その他利益剰余金

 繰越利益剰余金 ― 910 ―

利益剰余金合計 ― ― 910 2.5 ― ―

 ４ 自己株式 ― ― △4 △0.0 ― ―

   株主資本合計 ― ― 9,558 26.4 ― ―

純資産合計 ― ― 9,558 26.4 ― ―

負債純資産合計 ― ― 36,243 100.0 ― ―



② 【中間損益計算書】 

  

前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
要約損益計算書

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 20,265 100.0 21,858 100.0 41,203 100.0

Ⅱ 売上原価 16,393 80.9 17,599 80.5 33,233 80.7

  売上総利益 3,872 19.1 4,259 19.5 7,970 19.3

Ⅲ 販売費及び一般管理費 3,586 17.7 3,777 17.3 7,228 17.5

  営業利益 285 1.4 481 2.2 741 1.8

Ⅳ 営業外収益 ※１ 171 0.8 161 0.7 370 0.9

Ⅴ 営業外費用 ※２ 260 1.3 307 1.4 517 1.3

  経常利益 196 0.9 335 1.5 594 1.4

税引前中間(当期)純
利益

196 0.9 335 1.5 594 1.4

  法人税、住民税 
  及び事業税

6 0.0 6 0.0 13 0.0

中間(当期)純利益 189 0.9 328 1.5 581 1.4

  前期繰越利益 ― ―

中間(当期)未処分利
益

189 581



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

  

  

  

株主資本

純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金
自己株式

株主資本 
合計

資本準備金
その他
資本剰余金

繰越利益
剰余金

平成18年３月31日残高(百万円) 5,764 1,441 1,447 581 △3 9,230 9,230

中間会計期間中の変動額

 中間純利益 ─ ─ ─ 328 ─ 328 328

 自己株式の取得 ─ ─ ─ ─ △0 △0 △0

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

─ ─ ─ 328 △0 328 328

平成18年９月30日残高(百万円) 5,764 1,441 1,447 910 △4 9,558 9,558



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 資産の評価基準及

び評価方法

(1) 有価証券

子会社株式及び関連会

社株式

移動平均法による原価

法を採用しておりま

す。

(1) 有価証券

子会社株式及び関連会

社株式

同左

(1) 有価証券

子会社株式及び関連会

社株式

同左

(2) デリバティブ

時価法を採用しており

ます。

(2) デリバティブ

同左

(2) デリバティブ

同左

(3) たな卸資産

 ① 商品

移動平均法による原

価法

(3) たな卸資産 

 ① 商品

同左

(3) たな卸資産 

 ① 商品

同左

 ② 貯蔵品

個別法又は総平均法

による原価法

 ② 貯蔵品

同左

 ② 貯蔵品

同左

２ 固定資産の減価償

却の方法

(1) 有形固定資産

定率法によっておりま

す。

ただし、平成10年4月1

日以降に取得した建物

(附属設備を除く)につ

いては、定額法を採用

しております。

(1) 有形固定資産

同左

(1) 有形固定資産

同左

(2) 無形固定資産

定額法によっておりま

す。

ソフトウェア(自社利

用分)については、社

内における利用可能期

間(５年)に基づく定額

法によっております。

(2) 無形固定資産

同左

(2) 無形固定資産

同左

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

売上債権等の貸倒損失

に備えるため、一般債

権については貸倒の実

績等を勘案した繰入率

により、貸倒懸念債権

等特定の債権について

は個別に回収可能性を

勘案し、回収不能見込

額を計上しておりま

す。

(1) 貸倒引当金

同左

(1) 貸倒引当金

同左



 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(2) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備

えるため、当期末にお

ける退職給付債務及び

年金資産の見込額に基

づき、当中間会計期間

末において発生してい

ると認められる額を計

上しております。

なお、過去勤務債務

は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数によ

る定額法により費用処

理しております。

数理計算上の差異につ

いては、その発生時の

従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数

(10年)による按分額を

翌事業年度より費用処

理することとしており

ます。

(2) 退職給付引当金

同左

(2) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備

えるため、当期末にお

ける退職給付債務及び

年金資産の見込額に基

づき、当期末において

発生していると認めら

れる額を計上しており

ます。

なお、過去勤務債務

は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数によ

る定額法により費用処

理しております。

数理計算上の差異につ

いては、その発生時の

従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数

(10年)による按分額を

翌事業年度より費用処

理することとしており

ます。

(3) 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支

出に備えて、内規によ

る必要額を計上してお

ります。

(3) 役員退職慰労引当金

同左

(3) 役員退職慰労引当金

同左

４ リース取引の処理

方法

リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によってお

ります。

同左 同左

５ ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法

先物為替予約取引につ

いては原則的処理を採

用しております。な

お、金利スワップにつ

いて特例処理の要件を

満たしている場合は特

例処理を採用しており

ます。

(1) ヘッジ会計の方法

同左

(1) ヘッジ会計の方法

同左

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象

  ヘッジ手段

  …為替予約及び金利ス

ワップ

  ヘッジ対象

  …外貨建売掛金及び借

入金利息

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象

  ヘッジ手段

同左

  ヘッジ対象

同左

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象

  ヘッジ手段

同左

  ヘッジ対象

同左



 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(3) ヘッジ方針

通貨関連における先物

為替予約取引は、外貨

建売掛金の為替変動リ

スクを回避するための

ものであるため、外貨

建売掛金の範囲内で行

うこととしておりま

す。また、金利関連に

おける金利スワップ取

引についても金利の変

動によるリスク回避を

目的としており投機目

的やトレーディング目

的でこれらの取引を行

わないこととしており

ます。

(3) ヘッジ方針

同左

(3) ヘッジ方針

同左

(4) ヘッジの有効性の評価

当社は、当社が定めた

デリバティブ取引に関

する所定のルールに基

づいて取引を行い、ヘ

ッジの有効性の判定を

含めて管理を行ってお

ります。

(4) ヘッジの有効性の評価

同左

(4) ヘッジの有効性の評価

同左

６ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税

の会計処理は、税抜方

式によっております。

消費税等の会計処理

同左

消費税等の会計処理

同左



会計処理の変更 

  

 
  

  

  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

（固定資産の減損に係る会計基準）
「固定資産の減損に係る会計基
準」（「固定資産の減損に係る会計
基準の設定に関する意見書」（企業
会計審議会 平成14年8月9日））及
び「固定資産の減損に係る会計基準
の適用指針」（企業会計基準委員会
平成15年10月31日 企業会計基準適
用指針第6号）を当中間会計期間か
ら適用しております。
これによる損益に与える影響はあ
りません。
――――――――――――――――

――――――――――――――――

（貸借対照表の純資産の部の表示に
関する会計基準等）
当中間会計期間から「貸借対照表
の純資産の部の表示に関する会計基
準」（企業会計基準委員会 平成17
年12月9日 企業会計基準第5号）及
び「貸借対照表の純資産の部の表示
に関する会計基準等の適用指針」
（企業会計基準委員会 平成17年12
月9日 企業会計基準適用指針第8
号）を適用しております。
これによる損益に与える影響はあ
りません。
なお、従来の「資本の部」の合計
に相当する金額は9,558百万円であ
ります。
中間財務諸表等規則の改正によ
り、当中間会計期間における中間財
務諸表は、改正後の中間財務諸表等
規則により作成しております。

（固定資産の減損に係る会計基準）
「固定資産の減損に係る会計基
準」（「固定資産の減損に係る会計
基準の設定に関する意見書」（企業
会計審議会 平成14年8月9日））及
び「固定資産の減損に係る会計基準
の適用指針」（企業会計基準委員会
平成15年10月31日 企業会計基準適
用指針第6号）を当事業年度から適
用しております。
これによる損益に与える影響はあ
りません。
――――――――――――――――



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 

  

前中間会計期間末 
(平成17年９月30日)

当中間会計期間末
(平成18年９月30日)

前事業年度末 
(平成18年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

6,165百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

6,359百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

6,279百万円

 

 ２ 保証債務

   関係会社の金融機関からの借

入金等に対し次のとおり債務

保証を行っております。

保証先 金額 内容

㈱栃木テック 31百万円 手形割引

宮崎富士通コン 
ポーネント㈱

58百万円 リース債務

FUJITSU  
COMPONENTS  
EUROPE B.V.

204百万円
(1,500千

ユーロ)

借入債務

※３ ――――――――――――

 

 

 ２ 保証債務

   関係会社の金融機関からの借

入金等に対し次のとおり債務

保証を行っております。

保証先 金額 内容

宮崎富士通コン 
ポーネント㈱

32百万円 リース債務

FUJITSU  
COMPONENTS  
EUROPE B.V.

44百万円
(300千ユー

ロ)
借入債務

※３ シンジケート方式によるコミ
ットメントライン契約
当社は平成18年9月27日
に、㈱みずほ銀行をアレン
ジャーとした計2行の金融
機関との間で総額30億円を
借入れ枠とするシンジケー
ト方式によるコミットメン
トライン契約を締結致しま
した。
当中間会計期間末における
コミットメントライン契約
に係る借入未実行残高等は
下記のとおりです。
コミットメン
トラインの総
額

3,000百万円

借入実行残高 3,000百万円

差引額 ─百万円

 

 ２ 保証債務

   関係会社の金融機関からの借

入金等に対し次のとおり債務

保証を行っております。

保証先 金額 内容

㈱栃木テック 9百万円 手形割引

宮崎富士通コン
ポーネント㈱

45百万円 リース債務

FUJITSU  
COMPONENTS  
EUROPE B.V.

171百万円
(1,200千

ユーロ)

借入債務

※３ ――――――――――――

※４ 消費税等の取扱い

   仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺のうえ、流動資産の

「その他」に含めて表示して

おります。

※４ 消費税等の取扱い

同左

※４ 消費税等の取扱い

同左



(中間損益計算書関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

※１ 営業外収益の主要項目

受取利息 27百万円

賃貸料収入 81

為替差益 21

特許使用料 22

※１ 営業外収益の主要項目

受取利息 20百万円

賃貸料収入 66

為替差益 14

特許使用料 48
 

※１ 営業外収益の主要項目

受取利息 51百万円

賃貸料収入 160

特許使用料 65

 

※２ 営業外費用の主要項目

支払利息 74百万円

たな卸資産 
廃却損

91

賃貸設備償却
費

51

 

※２ 営業外費用の主要項目

支払利息 76百万円

たな卸資産
廃却損

110

賃貸設備償却
費

40

 

※２ 営業外費用の主要項目

支払利息 145百万円

たな卸資産 
廃却損

178

賃貸設備償却
費

103

 ３ 減価償却実施額

有形固定資産 115百万円

無形固定資産 83百万円

 ３ 減価償却実施額

有形固定資産 88百万円

無形固定資産 98百万円

３ 減価償却実施額

有形固定資産 230百万円

無形固定資産 187百万円



(中間株主資本等変動計算書関係) 

当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

自己株式に関する事項 

   
(変動事由の概要)  

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

 端株の買取りによる増加    5.03株 

  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 19.48 5.03 ─ 24.51



(リース取引関係) 

  

 

  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

 ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額

工具器具 
備品 
(百万円)

合計 
(百万円)

取得価額 
相当額

76 76

減価償却 
累計額 
相当額

40 40

中間期末 
残高相当額

35 35

 ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額

工具器具
備品 
(百万円)

合計
(百万円)

取得価額 
相当額

76 76

減価償却 
累計額 
相当額

60 60

中間期末 
残高相当額

15 15

 ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額

工具器具 
備品 
(百万円)

合計 
(百万円)

取得価額
相当額

76 76

減価償却
累計額 
相当額

53 53

期末残高
相当額

22 22

 ② 未経過リース料中間期末残高

相当額

１年内 20百万円

１年超 29百万円

合計 50百万円

 ② 未経過リース料中間期末残高

相当額

１年内 19百万円

１年超 10百万円

合計 29百万円

 ② 未経過リース料期末残高相当

額

１年内 20百万円

１年超 20百万円

合計 40百万円

 ③ 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額

支払リース料 9百万円

減価償却費 
相当額

9百万円

支払利息相当額 0百万円

 ③ 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額

支払リース料 11百万円

減価償却費
相当額

7百万円

支払利息相当額 0百万円

 ③ 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額

支払リース料 20百万円

減価償却費 
相当額

22百万円

支払利息相当額 1百万円

 ④ 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。

 ④ 減価償却費相当額の算定方法

同左

 ④ 減価償却費相当額の算定方法

同左

 ⑤ 利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差異を利

息相当額とし、各期への配分

方法については、利息法によ

っております。

 ⑤ 利息相当額の算定方法

同左

 ⑤ 利息相当額の算定方法

同左



(有価証券関係) 

前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で

時価のあるものはありません。 

  



(１株当たり情報) 
  

 
(注) 算定上の基礎 

 １ １株当たり純資産額 

 
  

  

   ２ １株当たり中間(当期)純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益 

 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり純資産額 98,754.07円 109,156.59円 104,409.17円

１株当たり中間(当期)

純利益
3,285.20円 4,750.18円 9,158.90円

潜在株式調整後 

１株当たり中間 

(当期)純利益

2,384.97円 4,008.12円 7,269.54円

前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度末

(平成18年３月31日)

中間貸借対照表の純資産の部の合計額(百

万円)
― 9,558 ―

普通株式に係る純資産額(百万円) ― 7,558 ―

差額の主な内訳(百万円)

 第１種優先株式 ― 2,000 ―

普通株式の発行済株式数(株) ― 69,269.38 ―

普通株式の自己株式数(株) ― 24.51 ―

１株当たり純資産額の算定に用いられた

普通株式の数(株)
― 69,244.87 ―

前中間会計期間

(自 平成17年４月１日

至 平成17年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成18年４月１日

至 平成18年９月30日)

前事業年度

(自 平成17年４月１日

至 平成18年３月31日)

１株当たり中間(当期)純利益

中間(当期)純利益(百万円) 189 328 581

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ― ―

普通株式に係る中間(当期)純利益(百万

円)
189 328 581

普通株式に係る期中平均株式数(株) 57,738.33 69,247.21 63,478.48

潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純

利益

潜在株式調整後１株当たり中間純利益の

算定に用いられた普通株式増加数の主要

な内訳(株)

第１回第１種優先株式 14,928.10 12,820.51 13,055.79

第１回第２種優先株式 6,865.83 ― 3,442.32

普通株式増加数(株) 21,793.93 12,820.51 16,498.11

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり中間(当期)純利益の算定

に含めなかった潜在株式の概要

― ― ―



(重要な後発事象) 

  
前中間会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

 該当事項はありません。 

  

  

  

  

  

  

  
当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

 該当事項はありません。 

  

  

  

  

  

  

  

前事業年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

 該当事項はありません。 

  

（２）【その他】 

該当事項はありません。 

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度 第5期(自 平成17年4月１日 至 平成18年3月31日)平成18年６月29日関東財務局長に提出 

  



該当事項はありません。 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成17年12月16日

富士通コンポーネント株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ
ている富士通コンポーネント株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間
連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結
貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について
中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から
中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 
当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査
法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な
うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続
等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査
の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 
当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸
表の作成基準に準拠して、富士通コンポーネント株式会社及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状
態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績
及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 
  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 
  

 
  

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  鈴  木  洋  二  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  池  上     玄  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  唐  木  秀  明  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  中  川  昌  美  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成18年12月15日

富士通コンポーネント株式会社 

取締役会 御中 

 

  

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ
ている富士通コンポーネント株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間
連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結
貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書
について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の
立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 
当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査
法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な
うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続
等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査
の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 
当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸
表の作成基準に準拠して、富士通コンポーネント株式会社及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状
態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の経営成績
及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 
  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 
  

 
  

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  佐  原  和  正  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  唐  木  秀  明  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  中  川  昌  美  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成17年12月16日

富士通コンポーネント株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ
ている富士通コンポーネント株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第５期事業年度の中
間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表
及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人
の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 
当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査
法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような
重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心
とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と
して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 
当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成
基準に準拠して、富士通コンポーネント株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了
する中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示して
いるものと認める。 
  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 
  

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  鈴  木  洋  二  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  池  上     玄  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  唐  木  秀  明  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  中  川  昌  美  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成18年12月15日

富士通コンポーネント株式会社 

取締役会 御中 

 

  

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ
ている富士通コンポーネント株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第６期事業年度の中
間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照
表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責
任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。
当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査
法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような
重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心
とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と
して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 
当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成
基準に準拠して、富士通コンポーネント株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了
する中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示して
いるものと認める。 
  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 
  

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  佐  原  和  正  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  唐  木  秀  明  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  中  川  昌  美  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。
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